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３．３．５  過去地震の類別化と長期評価の高度化に関する調査研究  

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

1943 年鳥取地震などの活断層で発生した地震、1993 年釧路沖地震などの、深発地震や、

やや深発地震についてクーロン応力変化（⊿CFF）と現在の地震活動とを対比することで、

現在の微小地震活動から首都直下の過去の地震について情報が得られる可能性を明らかに

する。首都圏 M７級地震をプレート境界地震とスラブ内地震に類型化し、それぞれの平均

再来間隔の推定や規模予測を行うとともに、最新活動時期から確率予測を試みる。首都圏

の古地震年表、歴史地震年表により、震源間の相互作用の有無を検討する。また、プレー

ト構造調査、地殻構造調査の成果等を踏まえた解析を行うことにより、首都直下の地震に

ついて再評価し、地震調査研究推進本部、地震調査委員会が「その他の南関東の地震」と

してまとめて評価を行った M7 程度の地震の震源域の位置（プレート境界地震、スラブ内

地震）、繰り返しの有無等を推定する。 

 

(b) 平成 21 年度業務目的 

M7 級地震の資料について収集を行う。首都直下で発生した M7 級の地震の類型化には、

プレート境界と震源の深さの位置関係が重要な判断材料となるため、新たな速度構造モデ

ルを用いて最近の地震の震源再決定を行い、これらに基づき 1921 年茨城県南部の地震

（M7.0）、1895 年茨城県南部の地震（M7.2）などの震源の深さを推定する。 
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(2) 平成 21 年度の成果 

(a) 業務の要約 

1）1885 年以降に南関東で発生したＭ７級地震について、既往研究とデータの整理を実施

した。 

2）新たな速度構造モデルを用いて最近の地震の震源再決定を行った。 

3）1895 年茨城県南部の地震（M7.2）、1921 年茨城県南部の地震の震源深さを推定した。 

 

(b) 業務の成果 

1）1885 年以降に南関東で発生したＭ７級地震に対する既往研究とデータの整理 

首都機能が集中する南関東は、太平洋プレート（以下、PAC と略記）およびフィリピン

海プレート（以下、PHS と略記）が陸のプレートの下に沈みこむ複雑なテクトニクス下に

あり、明治期以降にも、1894 年明治東京地震や 1923 年大正関東地震（Matsu’ura et al.、 

19801）など）、1931 年西埼玉地震（Abe、 19742）など）などの多くの被害地震を経験して

きた。首都圏直下で発生する地震は、（1）地表近くの活断層で発生する地震（1931 年西埼
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玉地震など）、（2）PHS 上面に沿うプレート境界型地震（1923 年大正関東地震など）、（3）

PHS 内部で発生する地震（1987 年千葉県東方沖地震〔Okada and Kasahara、 19903）〕など）、

（4）PAC 上面に沿うプレート境界型地震（2005 年千葉県北西部の地震など）、（5）PAC 内

部で発生する地震（1992 年浦賀水道付近の地震〔防災科学技術研究所、19924）〕など）

に分類され（岡田、19925））多岐に及ぶ。 

地震調査研究推進本部の長期評価において、南関東を中心とした 30km 以深で発生する

マグニチュード（以下 M と略記）7 級地震の発生確率は、今後 30 年間で 70％程度と推定

されており、切迫性が高い（地震調査委員会、20046））。上記の長期評価は、図 1 に示すよ

うに 1885 年以降に発生した 5 地震、即ち、1894 年明治東京地震、1895 年および 1921 年の

茨城県南部の地震、1922 年浦賀水道付近の地震と 1987 年千葉県東方沖地震に基づいたも

のである。しかしながら、これらの地震は震源や発生機構が不明であったり、上記（1）～

（5）のいずれの地震であるかについて統一的見解が得られていなかったりする。このよう

な背景から、上記の分類において、現在のところ、「関東地震」を除く（2）および（3）～

（5）を一括して「その他の南関東で発生する M7 級地震」と称し、確率を算出している。

瀬野（2007）7）は、関東地震に関連した長期的な地震活動の変化を考慮すれば、過大評価

であるとした。 

今後、長期確率評価の高度化のためには、上記の 5 地震を上記（1）～（5）に類型化し

てその素性を明らかにし、繰り返しの有無等を議論する必要がある。そこで、その手始め

としてこれら 5 地震を対象とした既往研究の整理とデータの収集を行った。以降に、発生

順に述べる。 

 
図 1．「その他の南関東で発生する M7 級地震」の長期確率に用いられた 5 地震〔1894 年明

治東京地震・1895 年および 1921 年の茨城県南部の地震・1922 年浦賀水道付近の地震の震

央，規模は宇津（1979）8〕による、1987 年千葉県東方沖地震は気象庁震源による〕。 
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a）1894 年明治東京地震（M7.0；宇津（1979）8）による） 

明治東京地震は 1894（明治二十七）年 6 月 20 日に発生し、東京で 24 名、神奈川で 7 名

の計 31 名の死者を出した。死者の大半は、当時流行となっていた煉瓦造の構造物や煙突な

どの重量物の損壊・崩壊によるものであった。耐震性が不十分であった煉瓦造の西洋式建

築や煙突等に大きな被害を及ぼしたことから、一部で「煙突地震」などと呼ばれた〔茅野、

1975a9）、198910）；大迫・金子、200411）〕。この地震は、震災予防調査会が発足後、はじめ

ての大地震で東京・横浜を中心に多くの被害が発生したことから、詳細な被害調査が実施

された（例えば、震災予防調査会、1895a12））。 

地学雑誌（1894）13）は、中央気象台、理科大学地震学教室（本郷、一ツ橋）の検測値を

報告し、官報や新聞紙面による東京や横浜などの被害を纏めた。中央気象台における観測

記事として、「此地震は最初上下水平爾動一時に起り七秒時を経て俄然前記の最大水平動に

達し爾後顕著なりしこと十七秒間にして漸次微弱となり静止せり」と記載がある。その一

方で、本郷理科大学構内における検測では「地震は最初微動を以て始め夫より十秒間は微

動なりしが急に激烈と為り最大水平動八十「ミリメートル」即ち曲尺二寸六分を呈せり」

と記載されている。 

大森（1894a）14）は、震動ならびに被害の状況について述べ、その特徴を濃尾地震、熊

本地震、鹿児島地震などと比較した。震度分布が、震源が深い地震に見られる特徴を示す

ことから、震源は深く 40 km 程度であろうと推定した。大森（1894b）15）は、東京府下の

被害（死傷者・家屋被害・煙突被害・墻・塀・橋梁・崖岸・道路・堤防・水路）を整理し

た。大森（1894c）16）は、理科大学（現在の東京大学理学部）地震学教室のユーイング円

盤記録式強震計（1 回転 118 秒）における初動から 25 秒間の波形記録（上下動成分は 22

秒間）を掲載し、本郷ならびに観音崎灯台に設置した地震計の検測記録（水平動ならびに

上下動の特徴、最大水平動、最大水平動の震動期（周期）、最大加速度、震動の方向、震動

継続時間）を報告した。注として「本図にては初發より第二秒と第三秒との間に於て著き

震動を現はせども、強震計の運転を始めたるときは地動は頗る大にして、其以前数秒間に

於て地は既に微動を呈しつつありしものなることを記憶せざるべからず、通常地震計の記

録に由れば微動の時間は十秒程なりし」と、この強震計が運転を始めたときには既に大き

な地震動が観測されていたこと、及び普通地震計における初期微動継続時間が 10 秒程度で

あったことが付記されている。 

中央気象台（189417）、1895a18）、189719））は、東京府下における被害状況を表にまとめ、

周辺の神奈川、埼玉県などの被害状況や各測候所の報告を整理した。東京府のうち深川区

（現在の江東区の一部）で最も被害が多く、死者 8 名、重傷者 10 名、軽傷者 29 名である。

また、石造、煉瓦造、土蔵造、木造に分類した際の破損割合がそれぞれ 3.47、10.21、8.50、

0.48 ％と、煉瓦造の構造物が多大な被害を受けたのに対し、木造構築物の被害が軽微であ

ったことを報告した。 

関谷・大森（1899）20)は理科大学地震学教室に設置されたユーイング円盤記録式強震計

3 成分の波形記録の特徴について議論した。また、一ツ橋に設置された地震計は本郷のよ

うな良好な波形記録が得られなかったが、軟弱地盤であるために最大水平動が 130 mm、

最大加速度がおよそ 1000 mm/sec2 に及んだことを報告した。 

大森（1899a）21)、Omori (1900)22)は、大森（1894a14）、1894b15)、1894c16)）の被害調査、 
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理科大学地震学教室のユーイング円盤記録式強震計に記録された地震波形から読み取られ

た検測値を整理した。また、東京における 250 基あまりの石灯籠、11 本の煙突の落下また

は転倒方向が、東京帝国大学に設置された強震計に記録された最大水平動方向と一致する

ことを明らかにした。さらに、東京において被害を受けた数個の煉瓦造家屋および煙突に

ついて、煉瓦の接合面での伸張抵抗力を評価した。 

大森（1899b）23)は、地震記録図から東京（但し、中央気象台、理科大学地震学教室のい

ずれかは明記されていない）における初期微動継続時間を 6.8 秒と読み取り、その震央位

置を「東京附近ニアリ、東北東ニ当ル」とした。 

中央気象台（1950）24)、気象庁観測部地震課（1971）25)による震央は、139.9°E、35.7°N

の東京湾北部で、M は 7.5 とされている。国土地理院（1972）26)は、明治東京地震前後に

おいて行われた水準測量の結果を報告した。東京都荒川区南千住町を不動点とした場合、

地震前後の上下変動（1894 年 4 月～1896 年 3 月）は松戸から市川市を通り日本橋まで、全

体として約 4 cm 沈下し、震央に近い小松川が約 2 cm 隆起した。 

萩原（1972a27）、1972b28)）は、震災予防調査会（1895a）12)による東京市および各県の警

察署の被害報告から震度分布を推定した。震度Ⅵは、本所・深川両区だけで、軟弱地盤に

よる影響を受けているとした。震度Ⅴの区域は北の方に伸び、その中心は現在の東京都新

宿区あたりになる。震度Ⅳ以上の地域の面積から、勝又・徳永（1971）29)の式 

0.182.0log 4 −= MS （単位は km2） 

を用いて M6.4 と、震度Ⅴ以上の地域の面積から村松（1969）30)の式 

8.6log 5 += MS （単位は cm2） 

を用いて M6.7 とそれぞれ推定した。ここで、S4、S5 はそれぞれ、震度Ⅳ、震度Ⅴ以上の

地域の面積である。1952（昭和 27）年 7 月 18 日吉野地震（M7.0、深さ 70 km）の震度分

布と様式を全く異にすることから、震源は深くても 30 km 程度であろうとした。萩原

（1972b）28)は、震度Ⅴ域の中心から東京都新宿区あたりが震央であろうと推定した。 

宇佐美（1973）31)は、被害から震央を 35.7°N、139.8°E と推定し、その推定誤差を緯

度・経度方向共に±10 km 程度と見積もった。茅野（1975a9）、198910)）は、震災予防調査

会(1895a)12)、中央気象台（1897）19)と東京大学理学部地球物理学教室に保存されている新

聞の切り抜き帳を併せ読み、被害の特徴を論じた。東京近郊における 12 階級方式の震度分

布図を作成し、震災予防調査会（1895a）12)の被害統計を整理した被害表を作成した。中央

気象台（1894）17)の報告による最大振幅から M6 3/4 であるとした。また、新聞記事や、

気象台年報・理科大学地震学教室における観測記録から地震動の始めから急に大きくなる

までを S-P 時間と考えると、7 秒あるいは 14 秒と 10 秒になるとし、震央を東京直下に仮

定するとその震源深さは 50 km 以上 70 km 程度であると推定した。茅野（1989）10)は、煉

瓦接合にまだセメントが広く用いられておらず、一般に石灰と砂の混合物が用いられてい

た背景が、特に煉瓦造の建物・煙突・塀などの被害を多くした要因であるとした。また、

茅野（1975a）9)が整理した被害について、若干の修正を行った。 

茅野（1975b）32)は、震災予防調査会報告・中央気象台年報および新聞記事などの資料を

整理し、付属資料として掲載した。神林・勝又（1975）33)は、地震報告および中央気象台

年報地震の部などを資料として、震度分布を掲載している。勝又によって再調査された震

源位置は「千葉県中西部?」、M は「7±」とされている。 
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須藤（1976）34)は、東京大学地震研究所に保存されているグレー・ミルン円盤記録式地

震計に残された波形記録を用いて、この地震計が P 波初動と同時に起動したと仮定すると、

震央は東京から 50 km 程度離れた場所であるとした。また、円盤上に記録された波形記録

を直交座標に変換し、S 波の後続相について議論した。須藤（1977）35)は、初期微動継続

時間（6.6－7.0 秒）と S 波振動方向の解析から推定した震央（中川の下流むしろ河口付近）

の推定結果の妥当性を国土地理院（1972）26)の水準測量結果ならびに萩原（1972a）27)の震

度分布と比較することで検討した。国土地理院（1972）26)の報告した水準測量に基づく変

位が 1894 年明治東京地震によるものであると仮定すると、正断層型の断層モデルが地震前

後の水準測量データをよく説明できるとした。また、この断層モデルがプレートテクトニ

クスの立場から解釈し難いとして、逆断層を仮定した場合には、断層面を岩槻の下方に仮

定すると地殻変動を説明することができるとした。 

宇津（1979）8)は、被害分布からその震央を 139.8°E、35.7°N とし、長野（M7.2）・

名古屋（M6.8）および境（現在の境港）（M7.1）の 3 地点の最大振幅から推定された M

の平均値から M7.0 とした。震度Ⅳ以上の地域の面積から勝又・徳永（1971）29)の式を用

いて M7.1 と推定した。地震規模に比べて被害が軽微であったことから、やや深い地震に

分類した。また、この地震の 2 年前から東京あるいは東京湾の直下あたりで M5 前後の地

震が増えていたことを報告し、当日 5 時 16 分の地震（東京の震度Ⅰ）が前震であった可能

性を指摘した。 

橋田・他（1993）36)は、震度分布から震央は宇津（1979）8)のように東京都東部、千葉

県との県境あるいは東京湾北部であるとした。また、東京におけるユーイング円盤記録式

地震計、グレー・ミルン・ユーイング（以下、GME と略記）普通地震計から S-P 時間を 7

～8 秒と読み取り、震源の深さはせいぜい 50～60 km であると推定した。地震原簿に記録

された最大振幅から M6.7 と推定し、深さから PHS 内部で発生した地震で 1987 年千葉県

東方沖地震と、大きさとタイプ（PHS スラブ内破壊）が同じであるとした。 

地震調査委員会（199737）、199938)）は、沈み込んだ PAC 内部の地震であるとした。中央

気象台（1897）19)、萩原（1972a27）、1972b28)）による震度分布図ならびに中央気象台（1895a） 
18)に基づいた東京における被害状況図を掲載した。 

勝間田・他（1999）39)、気象研究所地震火山研究部（2000）40)、勝間田（2001）41)は、

中央気象台の GME 普通地震計、理科大学地震学教室のユーイング円盤記録式強震計、工

科大学のグレー・ミルン円盤記録式地震計の波形記録から震源や発震機構を推定した。関

谷・大森（1899）20)、工科大学「速度器」、東京気象台の GME 普通地震計から S-P 時間は

約 10 秒、工科大学「地上」「2 カイ」からは約 7 秒とそれぞれ読み取れ、S-P 時間は約 7

秒あるいは約 10 秒であるとした。現在、地震活動が活発な東京湾北部の地震クラスターを

震央と仮定した場合、深さ 50 km（S-P 時間 7 秒）、または 80 km（S-P 時間 10 秒）程度で

PHS 内部、あるいは PAC 内部で発生した地震であるとした。発震機構や地震モーメントは、

震源位置や地震計倍率によって変化するが、震源を 140.05°E、35.60°N、深さ 82 km、

地震計倍率を 10倍と仮定した場合、南北走向のほぼ垂直な正断層（走向 173°、傾斜角 86°、

すべり角－76°）と推定した（図 2）。深さ 80 km に活発な地震活動がみられ、最大振幅か

ら推定した M とモーメントマグニチュードの差が小さくなることから、深さ 80 km の PAC

内部で発生した地震である可能性がやや高いとした。発震機構は東京湾北部から千葉県中
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図 2．1894 年明治東京地震の発震機構〔勝間田・他（1999）39〕による〕。 

 

部の深さ 80 km 付近に発生する地震としては典型的なものであり、PHS と PAC の衝突に

よる圧力による地震であったと解釈した（勝間田、2001）41)。また、大森（1899a）21)、中

央気象台（1894）17)、及び気象台の地震原簿に記載された最大振幅を用いて、Katsumata 

(1999)42)の手法から M6.6（勝間田・他、1999）39)または M6.7（気象研究所地震火山研究

部、2000）40)、勝又（1964）43)の手法から M6.6 とそれぞれ見積もった。 

宇佐美（2003）44)は震央を、139.8°E、35.7°N、M を 7.0 と推定し、東京府、神奈川

県の被害表ならびに中央気象台（1897）19)、萩原（1972a27）、 1972b28)）の震度分布を掲載

し、被害の概要を述べている。 

古村・他（200545）、200646)）、古村・竹内（2007）47)は、本郷・一ツ橋・観音崎などで観

測されたユーイング円盤記録式地震計を山田（2004）48)の手順に従って直交座標系に変換

した。読み取った S-P 時間（5.6～7.0 秒）から震央を東京湾北部と仮定すると、震源距離

は少なくとも 40～52 km 以上で、PHS 内部または PHS と PAC が接する場所に相当すると

した。また、観測された広域震度分布に PHS 内部の地震の特徴が見られることを指摘し、

地震波動伝播の FDM シミュレーションから PHS 内部あるいは PHS と PAC との境界で発

生した地震とした場合に、計算震度分布が日本列島全域の広域震度分布をよく説明できる

ことを示した。 

これらの既往研究を整理すると、震央については再検討の必要性を指摘した研究がある

ものの、東京湾北部一帯に推定されており大きな相違は見られない。その一方で、震源の

深さについては、沈み込む PHS 内部、PHS と PAC との境界、あるいは PAC 内部のいずれ

であるかについて見解が大きく異なり、一部地殻内地震である可能性を示唆した研究もあ

る。震源の深さの相違は、現存する少数の地震波形記録から読み取られた S-P 時間の相違

によるところが大きい。 

同年 10 月 7 日の地震（M6.7；宇津（1979）8）による）について、宇津（1979）8)は、明

治東京地震とあまり離れていない場所で発生した地震とし、宇佐美（1973）31)は明治東京

地震の余震あるいは双子地震であるとした。地震調査委員会（1999）37)もこの地震が余震

であると解釈した。その一方で、S-P 時間や震度分布からより深い領域で発生した地震で

あるという報告があり〔橋田・他、199336〕；勝間田、200141)；古村・竹内、200747)〕、この
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地震が余震であったか否かについて解釈が分かれる。大森（1899b）23）による東京におけ 

 

 
 

図 3．1894 年 6 月 20 日明治東京地震ならびに 1894 年 10 月 7 日の地震の震度分布〔中央気

象台 (189417)、1895b49）)、萩原（1972a27）、1972b28））による〕。 
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る初期微動継続時間は明治東京地震では 6.8 秒、10 月 7 日の地震では 16 秒と大きく異な

る。なお、大森（1899b）23)による 10 月 7 日の地震の震央は「東京ヨリ東北東ノ方、海中」

とされている。また、10 月 7 日の地震の震度分布（中央気象台、1895b49））は、明治東京

地震と大きく異なり、PAC 内地震の特徴である、東北～北海道の太平洋側で震度が大きく

なる「異常震域」が見られる（図 3）。 

 

b）1895 年茨城県南部の地震（M7.2；宇津（1979）8）による） 

1895 年 1 月 18 日に茨城県南部で発生した地震は、関東地方の広範囲にわたり強い揺れ

を発生させ、6 名（震災予防調査会、1895b50）；神林・勝又、197533)）または 9 名（宇津、

199951））の死者を出し、42 戸の家屋が全壊した。茨城県で特に大きな被害が発生したが、

東京でも下町を中心に死者 1、負傷者 31、家屋全壊 4、半壊 5、破損 615 などの被害が発生

した。利根川下流域の地震と呼ばれた。 

震災予防調査会（1895b）50)は、この地震による各警察署管轄内の被害状況報告を取りま

とめた。中央気象台（1895c）52)は、地震および被害の概要について述べ、茨城県・東京都・

埼玉県の被害表を作成した。また、銚子・中央気象台・横浜・観音崎・福島・長野・彦根・

名古屋の検測記録が整理されている。大森（1899b）23)は、地震記録図から東京（但し、中

央気象台、理科大学地震学教室（本郷、一ツ橋）のいずれかは明記されていない）におけ

る初期微動継続時間を 11.3 秒と読み取り、その震央位置を「東京ヨリ東北、海中」とした。 

中央気象台（1950）24)、気象庁観測部地震課（1971）25)における震央は、140.4°E、35.9°N

の霞ヶ浦南方の利根川下流域、M は 7.3 とされている。宇佐美（1973）31)は、震度Ⅴ域の

中心から震央を、140.3°E、36.2°N と推定した。また、震央の推定誤差を経度方向に±20 

km、緯度方向に－30～＋10 km と見積もった。 

石橋（1975）53)は、中央気象台（1895c）52)の報告と新聞記事から震度分布を出し、震源

位置を議論した。有感半径が非常に大きく、相当な規模の地震であったにも関わらず、関

東地方の震度分布には被害の中心がみられない。また、地盤の悪さに対応して震度Ⅴ域が

広く分布するが、震度Ⅵはないことから、深さ数十 km の上部マントルで発生した地震で

あるとした。震央は宇佐美（1973）31)とほぼ一致する霞ヶ浦北西部付近と推定した。 

神林・勝又（1975）33)に記載された、勝又によって再調査された震央は「鹿島灘」、M は

「7 1/4±」となっている。中央気象台（1895c）52)と石橋（1975）53)に基づいた震度分布

が掲載されている。 

宇津（1979）8)は、震央を 140.4°E、36.1°N の茨城県南部とし、やや深い地震に分類

した。8 箇所における最大振幅の平均から M7.1、震度分布から M7.3－7.4 と推定される

ため、M7.2 とした。同日 9 時 14 分に M5 1/2 程度の地震が本震からあまり離れていない

場所であったこと、及び余震がほとんど無かったことを報告した。 

橋田・三上（1992）54)は、経験的グリーン関数法により中央気象台の GME 地震計の解

析を試みた。経験的グリーン関数として 1989 年 4 月 26 日に深さ 65 km で発生した M5.4

の地震の 87 型電磁式強震波形を用い、M7.2 と推定した。また、低角逆断層型の発震機構

を持つ 1989 年の地震波形から 1895 年の地震波形をある程度合成できることから、1895 年

茨城県南部の地震が低角逆断層型の発震機構であった可能性を示唆した。 
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図 4．茨城県南西部の地震活動〔1997 年 10 月～2008 年 5 月震源の深さ 100km 以浅、マグ

ニチュード 1.5 以上、Double Difference 法を用いた再決定震源による〕。 
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宇佐美（2003）44)は、震央を 140.4°E、36.1°N の霞ヶ浦付近、M を 7.2 と推定し、茨

城、東京、埼玉、神奈川、栃木の被害一覧表ならびに、中央気象台（1895c）52)の震度分布

を掲載し、被害について「局部的被害はそれほど大きいとはいえないが被災範囲が広い。

とくに被害の大きかったのは茨城県の鹿島・新治・那珂・行方各郡と水戸で、東京の下町

にもかなりの被害があった。このほか、千葉県では銚子で小被害、松戸で土蔵の落壁およ

び亀裂あり。佐原町では倒潰家屋 1、その他土蔵の破損等数十。取手で土蔵の半潰 1、土蔵

壁の破損。また、福島県猪苗代・群馬県佐波郡でも小被害。」と述べた。 

茨城県南西部では、図 4 に示すように鬼怒川沿いの深さ約 40-60 km の PHS 上面で発生

するもの（鬼怒川側クラスター）と、筑波山付近の深さ約 60-80 km の PAC 上面で発生す

るもの（筑波側クラスター）の、2 つの活発な地震活動が観測されており（たとえば野口、 

199855）; 勝間田、 200141)）、1895 年 1 月 18 日の地震（M7.2）はどちらかのタイプの地震

であった可能性が指摘されている。神林・勝又（1975）33)で推定された震度分布は、烈震

域（震度Ⅵ）が見られる一方で、石橋（1975）53)や宇佐美（2003）44)では見られない。ま

た、宇佐美（2003）44)では強震域が茨城県の南西部に限られる一方、石橋（1975）53)では

東京を含む関東平野の広域が強震域になっているなどの相違が震度分布に見られる。 

 

c）1921 年茨城県南部の地震（M7.0；宇津（1979）8）による） 

 
図 5．1921 年茨城県南部の地震の震源(C：中央気象台（1921）56)、O：大森（1922a58）、 1922g68））、

Ushi：Ushiyama (1922c) 67）、K：勝又（1975a59）、  1975b60））、I：石橋（1973a61）、1973b62）、

1975b63））、Utsu：宇津(1979) 8）、Usa：Usami (2003) 44）による)と発震機構〔(a) 石橋（1973b62）、  

1975d64）） (b) 勝間田（2000）65）(c) 気象研究所地震火山研究部（2000）40）による〕。括弧

内は震源の深さ（km）を示す(s はやや深い地震、?は不明)。 
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1921（大正 10）年 12 月 8 日に茨城県南部を震源として発生した、茨城県南部の地震（龍

ヶ崎地震とも呼ばれた）は、千葉県北西部と茨城県南西部を中心とした関東地方の内陸に、

道路の亀裂や墓石の転倒、垣や塀の崩壊などの被害を及ぼし、東京・銚子・水戸・熊谷・

宇都宮・横浜・横須賀・飯田において現在の気象庁震度階級で震度 4 相当が観測された。

中央気象台（1921）56)、牛山（1922b）57)、大森（1922a）58)、勝又（1975a59）、 1975b60)）

や石橋（1973a61）、 1973b62)、 1975b63)）、宇津（1979）8)によって震源決定が行われてお

り、また、石橋（1973b62）、 1975d64)）や勝間田（2000）65)、気象研究所地震火山研究部（2000）

40)によって発震機構が推定されている（図 5）。 

中央気象台（1921）56)は、観測された初期微動継続時間からその震央を 140.1°E、35.8°N

の龍ヶ崎付近であるとした。この地震によって北は釧路、南は大阪に至るまでが有感であ

った。震央付近においては強震（弱き方）程度で、この程度の地震動で期待される石灯燈

の倒壊や壁の亀裂、地面の小亀裂等が観測された程度で、顕著な被害は現地調査からは認

められなかった。余震が 50 数回、そのうち有感地震が 24 回と活発な余震が観測された。

各測候所における震度は以下の通りである。 

強震（弱き方）東京・銚子・水戸・熊谷・宇都宮・横浜・横須賀・飯田 

弱震     筑波山・前橋・足尾・浜松・甲府・福島・山形 

弱震（弱き方）松本・長野・新潟・津・水沢（現在の奥州市）・石巻 

微震     宮古・釧路・名古屋・彦根・秋田・岐阜・大阪・函館・八丈島・境港・鹿

児島 

牛山（1922a）66）、Ushiyama (1922c)67）は、各測候所から報告された地震記象紙を基本と

して震源を推定し、千葉県印旛沼、手賀沼付近の湖沼地帯の地下を中心として発生した地

震であるとした（Ushiyama (1922c)67）による震央は 139.8°E、35.8°N）。また、各測候

所における初動や初期微動継続時間、現地調査による被害報告を取りまとめた。牛山

（1922b）は、2 つの地震観測点における初動継続時間の比を用いて震源決定を行い、東京

の北東に位置する江戸川流域（流山－岩槻－草加－野田－松戸の付近）と推定した。 

大森（1922a）58）は、本郷における観測結果を掲載し、初動が南 15°西、押しであった

こと、初期微動継続時間が 8.8 秒であったことから震央を霞ヶ浦南方、震源深さを 29 km

と推定した。また微動計観測による最大動が 58 mm に達し、1894 年明治東京地震と 1895

年茨城県南部の地震発生以降、20 数年間で最大の強震を伴った地震であることを述べた。

Omori (1922g)68）は、本郷及び一ツ橋で観測された強震計記録を掲載し、その特徴につい

て論じた（図 6）。また、東京（8.8 秒）、水戸（8.0 秒）及び銚子（9.4 秒）の 3 点におけ

る S-P 時間から大森公式を用いて震源を、140°20′38″E、35°55′48″N、深さ 29 km

と推定した。Omori (1922g)68）の東京における S-P 時間は東京帝国大学地震学教室（本郷）

と一ツ橋の強震計から検測したものであり、中央気象台（1921）56）による 6.3 秒、牛山

（1922a）66）による 6.2 秒と大きく異なる。そのため、牛山（1922a66）、 1922b57））、Ushiyama 

(1922c)67）や中央気象台（1921）56）による震源とは大きく離れている。保田（1922a）69）、

Yasuda (1922b)70）は、本震後 3 日間に東京で観測された 44 個の余震について、初期微動

や主要動の継続時間、最大振幅などを報告した。 

中央気象台（1950）24）、気象庁観測部地震課（1971）25）による震央は、140.1°E、35.8°N

の茨城県龍ヶ崎付近、M は 7.1 とされている。宇佐美（1973）31）は、理科年表の震央（140.1°E、 
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図 6．(a) 本郷 (b) 一ツ橋における強震計で記録された 1921 年茨城県南部の地震の波形

記録〔Omori (1922g) 68）による〕。 



 221

35.8°N）と M (7.1)を採用し、震央の推定誤差を緯度、経度方向ともに±10 km と見積

もった。石橋（1973a）61）は、地震発生当時の刻時精度に比べて信頼性が高い S-P 時間を

用いて、津村（1970）71）の作図解法により震源決定を行った。東京、水戸、銚子の 3 点を

用い、筑波を参考にした。東京における S-P 時間として、Omori（1922g）68）の本郷及び一

ツ橋の強震計記録を再検測して得られた、本郷の水平 2 成分の平均値 8.5 秒を用いた。水

戸と銚子は両測候所が東京帝国大学地震学教室に送った観測表に従い、その震源を

140°10.6′E、36°3.1′N、深さ 63 km と推定した。また 10 個の余震検測から余震の平

均的な位置の推定を行い、この震源が本震から S30°E の方向に 30 km 離れて位置するこ

とから、断層面の走向がこの方向にあると推定した。石橋（1973b62）、 1975d64））は、節面

は一意ではないと付記した上で初動による発震機構を掲載した（図 5a）。石橋（1975a72）、

1975b63）、1975c73））は、津村（1973）74）の速度構造と本郷（8.5 秒）、水戸（8.0 秒）、銚

子（9.8 秒）および筑波（6.0 秒）における S-P 時間から、震源を 140°10′E、36°04′N

の土浦南西部、深さ 53 km であると推定した。そして、S-P 時間の読み取り誤差を考慮し

ても震源の深さが 40～60 km に収まることから、現在も地震活動が活発な茨城県南部の深

さ数 10 km の地震の巣（坪井、1967）75）で発生した地震であろうと結論付けた。 

勝又（1975a59）、 1975b60））は、S-P 時間を用いて震源再計算を行い、140°03′±3′E、

36°09′±4′N、深さ 10 km と推定した。また、最大振幅から M を 6.7、震度分布から M

を 7.1 とそれぞれ推定した。宇津（1979）8）は、21 ヶ所の最大振幅から M を 7.0 と見積

もった。震源は石橋（1975b）63）を参考にして、140.2°E、36.0°N の茨城県南西部とし

た。やや深い地震に分類し、M の割に余震が少なかったことを報告した。また、1923 年大

正関東地震発生前の 2 年間に 1921 年茨城県南部の地震と 1922 年の浦賀水道付近の地震を

含んだ 4 回の被害地震が関東地方内陸部に発生したことを述べ、これらの地震が関東地震

の広義の前震であるとした。 

勝間田（2000）65）は、東京帝国大学および熊谷気象台の長周期地震計、今村式 2 倍強震

計、GME 普通地震計で観測された地震記象と理論波形の比較から発震機構と地震モーメン

トを推定した。石橋（1975a72）、 1975b63）、 1975c73））による震源を仮定した場合、地震モ

ーメントは約 5.6×1018 Nm（Mw 6.4）となり、その発震機構は節面の 1 つが走向 288°、

傾斜角 79°、すべり角－34°という、圧縮軸が北東－南西方向の地震であったと推定した

（図 5b）。石橋（1975a72）、 1975b63）、 1975c73））で推定された震央は、PHS と PAC との

境界で発生しているとされる深さ 60～75 km の茨城県南西部の筑波地震クラスター域と重

なっているが、推定された発震機構は西ないし北西傾斜の低角逆断層型のメカニズムを持

つ PHS と PAC の境界付近で発生する地震（古川・井本、1990）76）や、茨城県南西部の筑

波、鬼怒川地震クラスターの典型的な発震機構（例えば、笠原、1985）77）とも異なるとし

た。 

気象研究所地震火山研究部（2000）40）は、東京帝国大学の長周期地震計、今村式 2 倍強

震計の地震波形記録と理論波形との比較から、発震機構を議論した（図 5c）。推定された

発震機構（走向 132°、傾斜角 79°、すべり角 54°、地震モーメント約 4.5×1018 Nm（Mw 

6.4））と、石橋（1975a72）、 1975b63）、 1975c73））による震源の深さ（53 km）から、この

地震は PHS と PAC との境界で発生したものである可能性は低く、PAC の影響を強く受け

て PHS 内部で発生したものであると解釈した。勝間田（2001）41）は、PHS と PAC の相互
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作用によって発生した地震であるとした。 

宇佐美（2003）44）は、宇津（1979）8）の震央（140.2°E、36.0°N）と M（7.0）を採

用した。震度分布を掲載し、被害について「千葉県印旛郡で土蔵破損数ヶ所、道路に亀裂

を生ず。茨城県龍ヶ崎で墓石多く倒れ、田畑・道路に亀裂。また、栃木県芳賀郡で石塀潰

れ、河内郡で壁や瓦の落下などがあった。千葉・成田・東京でも微小被害があった。」と述

べた。 

 

d）1922 年浦賀水道付近の地震（M6.8；宇津（1979）8）による） 

この地震は 1922（大正 11）年 4 月 26 日に発生し、京浜、三浦、房総の東京湾沿岸一帯

に家屋や土蔵の破損、水道管の破裂やがけ崩れなどの被害を与えた。東京と横浜で 1 名ず

つ、計 2 名の死者が発生した。中央気象台（1922c）78）、中村（1922a）79）、Nakamura（1922b）
80）、大森（1922b81）、 1922c82）、 1922e83））、Omori (1922h)84）、勝又（1975a59）、 1975b60））、

石橋（1975a72）、 1975b63）、 1975c73））、宇津（1979）8）、宇佐美（2003）44）などによって

震源決定がなされているが、推定された震源位置は浦賀水道に留まらず、広範にわたる（図

7）。 

中央気象台（1922c）78）は、この地震を 1922 年 4 月 26 日 10 時 11 分ごろに木更津付近

の陸上（139.9°E、35.4°N）を震央とした顕著地震とした。その有感区域は、北は秋田

地方から南は八丈島、西は奈良、京都地方にまで及び、震央地付近で地鳴りが発生し、東

京湾沿岸に被害が発生したことを報告した。また、警視庁、各県の警察部や測候所からの

被害報告を取りまとめた。各測候所による震度を下に列記する。 

強震（弱き方）東京・飯田・熊谷・横浜・横須賀 

弱震     甲府・筑波山・水戸・八丈島・宇都宮 

弱震（弱き方）福島・金山・石巻 

微震     岐阜・名古屋・福井・八木・秋田・彦根・宮津・敦賀 

大森（1922b81）、1922c82））は、東京帝国大学構内における観測から震源や規模を議論し

た。東京帝国大学に設置された地震計から検測した初期微動継続時間は 10.6 秒で、これか

ら大森公式により計算される震源距離（約 79 km）と初動（南微東、引き）から震源は東

京よりほぼ真南の浦賀水道付近と推定した。また、最大加速度は 233 mm/sec2 に達し、1921

年茨城県南部の地震と同程度、1894 年明治東京地震の半分程度であったと報告した。大森

（1922d）85）は、東京帝国大学構内および神田一ツ橋に設置された強震計による観測から

「初期微動の後、主要部となりて先づ四十「ミリメートル」（一寸三分）動きたるが此は単

振幅と見做すべきものにして、次ぎて反動として六十七「ミリメートル」（約二寸）動きた

るは重振幅なるが前記最初の単振幅を取りて計算すれば震動の強さ、即ち最大加速度は一

秒に付き二百七十四「ミリメートル」となる。前年十二月八日の強震の加速度一秒に付き

二百四十六「ミリメートル」に比すれば一・一と一・〇との比を以て大なることとなる」

と述べた。大森（1922e）83）は、東京における初動（南微東、下方動）と初期微動継続時

間（10.6 秒）、銚子における初動（北 54 度東）から大森公式を用いて震源を館山と横須賀

の中間なる浦賀水道の深さ 48 km と推定した。Omori (1922h)84）は、東京、千葉、神奈川

における被害をとりまとめ、各測候所の震度報告に基づいた震度分布図ならびに本郷、一

ツ橋などに設置された田中館式強震計、1 倍強震計、微動計などによる波形記録を掲載し 
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図 7．1922 年浦賀水道付近の地震の震源〔C：中央気象台（1922c）78）、N：中村（1922a）
79）、Nakamura (1922b）80）、O：大森（1922h）84）、K：勝又（1975a59）、 1975b60））、I1：石

橋（1975c）73）、I2：石橋（1975a72）、 1975b63）） Utsu：宇津（1979）8）、Usa：宇佐美（2003）

44）による〕と発震機構〔石橋（1975d）64）による〕。括弧内は震源の深さ（km）を示す(s

はやや深い地震、?は不明を表す)。 

 
た（図 8）。東京（本郷）の 1 倍強震計から読み取られた初期微動継続時間（11.1 秒）か

ら、大森公式を用いて推定された震源距離は 83 km で、これと銚子における初動（北 54

度東）から震源を 139°47′E、35°11′N の浦賀水道、深さを 48 km と推定した。 

中村（1922a）79）、Nakamura (1922b)80）は、東京、千葉、神奈川における被害状況と東

京における微動観測記録による前震、本震ならびに余震の初期微動継続時間を報告した。

東京における本震の初期微動継続時間は 9.6 秒となっている。また、横浜の普通地震計で

観測された初期微動継続時間（6.3 秒）から震源を千葉県木更津付近の深さ 64 km と推定

した。牛山（1922b）57）の手法を用いて推定した震源もほぼ同位置となっている。 

中央気象台（1950）24）、気象庁観測部地震課（1971）25）による震央は、139.9°E、35.4°N

の浦賀水道、M は 6.9 とされている。宇佐美（1973）31）は、被害域が房総半島の先端にま 
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図 8．(a) 本郷 (b) 一ツ橋の強震計で記録された 1922 年浦賀水道付近の地震の波形記録

〔Omori (1922h) 84）による〕。 

 

で伸びていることから、震央を 139 3/4°E、35.4°N と推定し、その推定誤差を経度、緯

度方向ともに±0.1°と見積もった。 

那須（1974）86）は、ユーイング円盤記録式強震計、田中舘式強震計などで観測された波

形記録を数値化し、地動の変位、速度、加速度や周期特性を議論した。加速度スペクトル

では、最大加速度値を有する波の周期は 0.2～0.3 秒で 1～1.5 秒および 5～8 秒に卓越した

ピークを有すると述べた。関連した波形記録の数値化に那須・他（1974a87）、 1974b88））な

どがある。勝又（1975a59）、 1975b60））は、S-P 時間を用いて震源再計算を行い、震源を

139°59′±3′E、35°13′±3′N、深さ 30 km と推定した。また、最大振幅から M を

6.9、震度分布から M を 6.8 とそれぞれ推定した。 

石橋（1975a72）、 1975b63））は、東京（本郷）の 10.4 秒、東京（一ツ橋）の 10.8 秒、横

須賀の 6.3 秒、沼津の 11.1 秒、熊谷の 14.0 秒及び水戸の 16.0 秒の S-P 時間を用いて多層

構造モデルのもとで震源決定を行い、震源を 139°41′E、35°10′N、深さ 71±21 km と

推定した。なお、Omori (1922h)84）に掲載された本郷及び一ツ橋の地震記象から再検測し

た S-P 時間に、信頼度が高いとして圧倒的な重みをかけた。また、他の 4 点の読み取り誤

差を大きく取ったため、同じく石橋（1975a72）、 1975b63））で震源決定が行われた 1921 年

茨城県南部の地震に比べて、震源の存在可能範囲が広範（三浦半島先端部から浦賀水道を

経て房総半島南部に至る一帯のどこかで、深さは 40～70 km 程度）にわたる。石橋（1975c）

73）は、横須賀、東京（本郷）、銚子、横浜、東京（一ツ橋）、沼津、熊谷、水戸、前橋の

S-P 時間から、津村（1973）74）の P 波速度構造と渋谷（1974）89）の関東地方における Vp / 

Vs の深さ分布を用いて震源を、139°55′E、35°06′N の嶺岡付近、深さ 50 km と推定

した。石橋（1975d）は、「解は自由度がかなりあるので模式的に示したが、P 軸（×P 印）
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はあまり動かない」と付記した上で発震機構を掲載した（図 7）。 

神林・勝又（1975）33）は、中央気象台（1950）24）、気象庁観測部地震課（1971）25）、宇

佐美（1973）31）、勝又（1975a59）、 1975b60））および石橋（1975a72）、 1975b63））による震

源、M と震度分布を掲載した。宇津（1979）8）は、震源を 139.8°E、35.2°N の千葉県西

岸のやや深い地震とし、M を 6.8 と見積もった。勝間田（2001）41）は PHS 内部から PAC

上面までの間に発生したやや深い地震とした。宇佐美（2003）44）は、震央を 139.75°E、

35.2°N、M を 6.8 として震度分布を掲載し、被害の概要を述べた。 

 

e）1987 年千葉県東方沖地震（M6.7；気象庁による） 

1987（昭和 62）年 12 月 17 日 11 時 8 分に房総半島の九十九里浜沖約 10 km の深さ 57.9 

km（気象庁震源による）で発生した。銚子、勝浦、千葉で震度Ⅴ、水戸、熊谷、河口湖、

横浜、東京、館山、網代で震度Ⅳを観測した。この地震による死者は 2 名、負傷者数は文

献により異なり、123 名（溝上、199090）；宇佐美、200344)）、135 名（気象庁地震予知情報

課、1988a91)）、138 名（鈴木、199092)）、144 名（荒、199093)）または 161 名（宇津、199951)）

であった。家屋被害は、全壊 10 棟、半壊 93 棟、一部破損 63、692 棟にのぼり、多数の道

路（1,565 ヶ所）や橋梁（68 ヵ所）の損壊、ブロック塀の倒壊（1,901 ヶ所）やがけ崩れ

（385 ヶ所）といった被害が報告された（溝上、199090)；宇佐美、200344)）。また、九十九

里沿岸の砂丘地帯や利根川沿いの沖積低地、東京湾沿岸の埋立地を中心に予想以上に広い

範囲で地盤の液状化現象が発生した。そのため、液状化や斜面崩壊について多くの調査研

究が行われた。 

気象庁地震予知情報課（1988a91)）は、本震の発震機構は逆断層成分を含む右横ずれであ

ると推定し(図 9a)、余震活動の推移ならびに千葉県東方沖における過去の地震活動につい

て議論した。1988 年 1 月 16 日の最大余震（M5.2）発生後にやや活発化したが、余震活動

は全体的に順調に減衰したこと、および本震の約 15 秒前に M2.7 の前震が有ったことを報

告した。茂木（198894)）は、1987 年千葉県東方沖地震を含んだ房総半島及びその周辺と、

房総半島南東はるか沖のプレート三重会合点の周辺の地震活動が連動している可能性を、

両地域で発生した地震の M-T ダイヤグラムから指摘した。 

川勝（1988）95)は、Centroid moment tensor 法（Dziewonski et al.、198196)）や Nabelek (1984) 

97)の方法などから発震機構（図 9b）、地震モーメントならびに震源の深さを議論した。発

震機構はいずれも一つの節面がほぼ南北走向をもつ横ずれ型となっている一方で、地震モ

ーメントと震源の深さはそれぞれ、6.1×1025 dynecm、54.5 km（CMT 解）、7.4×1025 dynecm、

39.9 km（Nabelek 解）と異なる。 

武尾・関田（1988）98)は、震央距離約 100 km までの 4 観測点（銚子、館山、東京、及

び水戸）の 1 倍強震計記録を用いて Takeo (1987) 99)の方法により震源過程解析を行った。

推定された震源過程の特徴として、破壊が断層面の南側の深いところから浅い方向に向か

って伝播したこと、地震モーメント解放量の大きな領域は断層面の中央部と深い方に見ら

れるが全体的に滑らかな分布であること、地震モーメント解放量の大きな領域は余震発生

が少ない領域と対応していることを挙げた。 

山田（1988）100)は、気象庁、国立防災科学技術センター、東京大学地震研究所、名古屋

大学の地震データによる発震機構と余震域から、震源を 140.50°E、35.33°N、深さ 50 km 
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図 9．1987 年千葉県東方沖地震の発震機構〔(a) 気象庁地震予知情報課（1988a）91） (b) 川

勝（1988）95）CMT 解 (c) 山田（1988）100）(d) 山田・佐藤（1988）108）(e) Okada and Kasahara 

(1990) 114） (f) 石辺・鶴岡（2009）130）による〕。 

 

（断層の下端）、M を 6.7 と推定し、断層パラメーターを断層長さ 17.3 km、断層幅 27 km、 

走向 351.3°、傾斜角 69.8°、すべり角 164.0°、すべり量 0.46 m とそれぞれ推定した（図

9c）。この断層モデルから Sato and Matsu’ura (1974) 101)の式によって計算された歪の理論

値と、気象庁の体積歪計で観測された歪ステップを比較し、5 観測点で極性が不一致とな

ったこと、震源からある程度離れた場所ではほぼ理論値と一致するが、震源近傍では理論

値と観測値に差が見られることを報告した。 

岡田・笠原（1988）102)、岡田（1988）103)は、初動から発震機構を推定し、余震分布と

走向が一致する節面を断層面とした（走向 349°、傾斜角 69°、すべり角 163°）。断層面

は余震域から 20 km ×20 km とし、すべり量は M6.7 の地震に対する平均的な地震モーメ

ントから 0.6 m と推定した。得られた断層モデルは、筑波における速度型強震計の波形及

び八郷における 3 成分歪計のステップと調和的であり、この地震は沈み込んだ PHS の先端

部が裂けるような形で発生したものと推定した。 

井元（1988）104)は、本震震源を中心とした球状の領域内における b 値の時間変化をベイ

ズ統計の手法を用いて推定し、地震発生前に先行的な b 値の低下があった可能性を示唆し

た。笠原・他（1988）105)は、1987 年千葉県東方沖の地震が笠原（1980）106)による関東・

東海地域のテクトニクスを統一的に示すプレートモデルから期待される PHS 東縁の側面

とユーラシアプレート間で発生する右横ずれの地震であったことを述べ、このような右横

ずれ型の地震が霞ヶ浦～九十九里にかけての南北の帯状の地域で、深さ 50 km 程度に散見
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されることを報告した。そして、この領域が笠原（1980）106)による PHS 東縁部と一致す

ることから、笠原（1980）106)が提案したプレートモデルが妥当であるとした。 

岩瀬・溝上（1988）107)は、千葉県東方沖で過去に発生した地震の発震機構を調査し、A：

北東－南西圧縮で横ずれ型の地震（震源深さ 30～60 km）、B：東西圧縮の逆断層型（震源

深さ 60～80 km）、C：北西－南東（あるいは北北西―南南東）圧縮の低角逆断層型（震源

深さ 20～40 km）の 3 つのタイプに分類されることを明らかにした（図 10）。また、A タ

イプは PHS 内応力場を反映した地震、B タイプは PAC の沈み込みを示す地震、C タイプは

PHS 上面で発生した地震であるとそれぞれ解釈し、本震から 1 ヶ月後に発生した最大余震

が C タイプであったことを報告した。 

山田・佐藤（1988）108)は、短周期歪計の観測記録に基づいた初動から発震機構を推定し

た（図 9d）。また、地震時の歪ステップの観測値と断層モデルから計算される理論値との

比較から、極性が一致しなかった観測点が見られることを述べ、その原因として歪計の周

辺媒質の非弾性による効果を挙げた。更には、房総半島や東伊豆の観測点において、長期

にわたる余効的な伸び縮みが見られたことを報告し、これは地下水等の周辺媒質の動きを

反映したものであるとした。 

福山・木下（1988109)、1989110)）および Fukuyama（1991）111)は、経験的グリーン関数を

用いた波形インバージョン法により震源過程を解析し、断層面上でのモーメント解放量の

分布、破壊開始時間のパターン、破壊継続時間ならびに応力降下量の分布を推定した。ほ

ぼ南から北へ破壊が伝播するユニラテラルな破壊で、モーメント解放量が最も大きかった

領域は断層面の北側深部であったと推定した。また、モーメント解放量が小さかった領域

で余震活動が活発であった特徴を述べ、北部浅部に延びていった余震活動は本震の破壊停

止に伴う応力集中によるものである可能性を指摘した。 

木下・御子柴（1988）112)は、強震記録から震源特性（加速度震源パワースペクトル密度）

と、伝播経路の 1/Qs の周波数特性を議論した。瀬川・他（1988）113)は、気象庁による余

震分布から仮定した震源断層とマイクロゾーニング手法を用いて地震動分布を算定し、被

害調査結果や強震観測波形との比較を行った。 

Okada and Kasahara (1990) 114)は、関東東海地殻活動解析システム（Hamada et al., 

1985115)）で観測された初動から発震機構を推定し、地震後に観測された余震分布からほぼ

南北走向をもった右横ずれの垂直な震源モデルを提示した（図 9e）。また、余震活動の時

空間的な推移について議論した。溝上（1990）90)は、震源過程と余震活動の特徴について

既往研究を整理し、房総半島東方沖の群発地震活動や近年の関東地方の地震活動との関係

について考察した。草野・吉田（1990）116)、及び吉田・他（2001）117)は、千葉県東方沖

地震の余震活動の特徴を論じ、12 月と 1 月の余震活動に明瞭な違いが見られたことを報告

した。本震直後の 2 週間は震源断層の東側で余震が活発であったが、1 月に入ってその活

動域が西側に移り静穏化した後、16 日に逆断層型の発震機構の最大余震（M5.2）が発生

した。吉田・佐藤（1995）118)は、推定された断層面の東側に偏って余震活動が活発であっ

たことを報告した。 

小高・前田（1994）119)は、気象庁震源カタログ、国立大学観測網地震カタログ（JUNEC）

を用いて 1987 年千葉県東方沖地震前後の震源域ならびに周辺の地震の巣における地震活

動の変化を議論した。その結果、いずれのカタログでも千葉県中部の地震の巣において、
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本震の発生前後で震源分布に顕著な深さ変化が認められ、震源域において 20 km 以浅の地

震が本震の 2 年ほど前からほぼ見られなくなる特徴を挙げた。地震調査委員会（199737)、

199938)）は沈み込む PHS 内の地震であるとし、気象庁地震予知情報課（1988a）91)に基づ

いた震度分布と日別余震回数、藤井・宮下（1988）120)や千葉工業大学（1988）121)などか

ら作成した液状化地点分布、春川（1990）122)から作成した屋根瓦の被害率を掲載した。宇

佐美（2003）44)は、震央を 140°29.8′E、35°22.3′N、深さを 58.0 km、M を 6.7 とし

て、震度分布、千葉県内液状化発生場所（荒、199093)による）、屋根瓦の被害率（春川、1990122)

による）および県別被害表を掲載した。 

中島・長谷川（2009）123)、Nakajima and Hasegawa (2010) 124)は、1987 年千葉県東方沖

地震の余震が関東下のフィリピン海スラブ最東端部のマントル蛇紋岩化域（Nakajima et al.、 

2009125)；Uchida et al.、2009126)）の西縁で発生し、走向が蛇紋岩化域西縁のそれとほぼ一

致することを指摘した。また、1921 年茨城県南部の地震の一つの節面（石橋、1973b62)、

1975d64)）もほぼ蛇紋岩化域西縁の方向と一致することを指摘し、蛇紋岩化西縁に沿って近

年発生した微小地震の発震機構が 1987 年千葉県東方沖地震とほぼ一致することから、蛇紋

岩化域の西縁では現在も右横ずれの運動が進行している可能性を示唆した。さらには、関

東地震の余震（M7.1）が蛇紋岩化域の西縁に沿う地震であったとすれば、蛇紋岩化域の西

縁に沿う変位速度から計算される変位量（約 32－58 cm）と千葉県東方沖地震での平均す

べり量 30－60 cm（Okada and Kasahara、1990114)）がほぼ等しくなることから、関東地震

の余震と 1987 年千葉県東方沖地震が同じアスペリティの繰り返し破壊であった可能性を

指摘した。 

これらの既往研究を総括すると、1987 年千葉県東方沖地震は PHS 内部で発生した、逆

断層成分を含む横ずれ型の地震であった（図 9a～f）。震源は断層面の南側の深いところに

位置し、浅い方向かつ北へ向かってユニラテラルに破壊が伝播した。本震によるモーメン

ト解放量が大きかった領域と余震によるモーメント解放との間には相補的な関係が認めら

れた。本震直後の余震活動は断層面の東側に偏って発生したが、1 月に入り西側領域へ移

動、静穏化した後に逆断層型の最大余震（M5.2）が発生した。本震発生前に先行的に b 値

が低下した可能性があり、また周辺域の千葉県中部の地震の巣において、震源の深さ分布

に明瞭な変化が認められた。 

 

2）新たな速度構造モデルを用いた震源再決定 

首都直下で発生した M7 級の地震の類型化には、プレート境界と震源の深さの位置関係

が重要な判断材料となる。そこで、新たな速度構造モデルを用いて最近の地震の震源再決

定を行った。速度構造として地震研究所観測点の速度構造を用い、1997 年 10 月以降の気

象庁震源を Double Difference 法（Waldhauser and Ellsworth、2000127）)を用いた相対的震源

再決定を行った。図 4 に茨城県南西部における再決定震源の分布を示す。 

 

3）1895 年茨城県南部の地震（M7.2）、1921 年茨城県南部の地震（M7.0）の震源深さの推定 

1895 年茨城県南部の地震（M7.2）は、図 4 に示すように鬼怒川沿いの深さ約 40-60 km

の PHS 上面で発生するもの（鬼怒川側クラスター）と、筑波山付近の深さ約 60-80 km の

PAC 上面で発生するもの（筑波側クラスター）のどちらかのタイプの地震であった可能性 
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図 10．茨城県付近で発生した地震の震度分布（気象庁震度データベースによる。左；PHS 内部の

地震、右；PAC 内部の地震）。 

 
図 11. 1895 年茨城県南部の地震の震度分布 [(a) 中央気象台（1895c）52）、(b) 石橋

（1975）53）、(c) 神林・勝又（1975）33）、(d) 宇佐美（2003）44）による]。 
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が指摘されているが、具体的に震源深さを議論した既往研究は見当たらない。その一方で、

大森（1899b）23)には東京の初期微動継続時間が 11.3 秒であったことが記載されている。

この初期微動継続時間から宇津（1979）8)の震央を仮定し、気象庁速度構造 JMA2001（上

野・他、2002128)）を仮定すると、震源深さは 75～85 km 程度と推定される。これを当該

領域で推定されている Ishida (1992) 129)の PAC 上面深度と対比すると、この地震が PHS と

PAC の境界または PAC 内で発生した地震であった可能性を示唆する。 

また、推定されている震央位置で近年発生した PAC 内地震と PHS 内地震の震度分布を

図 10 に示す。PAC 内地震は、東北～北海道の太平洋側で震度が大きくなる「異常震域」

が見られる一方、PHS 内地震はほぼ同心円状の震度分布になる。上記の特徴から 1895 年

茨城県南部の地震の震源深さを議論することが可能であると考えられるが、震度分布が図

11 に示すように、既往研究に相違が認められるため、今後、震度分布について精査する必

要がある。 

1921 年茨城県南部の地震は、石橋（1975a、1975b、1975c）によって 140°10′E、36°04′N

の土浦南西部、深さ 53 km であると推定されている。また、S－P 時間の読み取り誤差を考

慮しても震源の深さが 40～60 km に収まることから、現在も地震活動が活発な茨城県南部

の深さ数 10 km の地震の巣（坪井、1967）で発生した地震であろうとした。本年度は、上

記の S－P 時間ならびに気象庁速度構造を用いて震源決定を行った。その結果、石橋（1975a, 

1975b, 1975c）とほぼ同様の深さ 55 km 程度と推定された。震源の深さとこの領域におけ

る PAC 上面の深さとを比較すると、1921 年茨城県南部の地震は沈み込む PHS 内で発生し

た地震であったことを示唆する。1921 年茨城県南部の地震の震度分布からは、PAC 内地震

の特徴である「異常震域」は認められない。推定された震源の深さ、当該領域における PAC

上面の深度や震度分布からは PAC 内地震とは考えにくい。また、震源の深さ精度を考慮す

ると、PAC 上面に沿って発生した地震、つまりプレート間地震であった可能性も否定でき

ないが、牛山（1922a）による初動を用いて HASH（Hardebeck and Shearer, 2002）により推

定された発震機構解は、震源決定精度を考慮しても横ずれ型であり、PAC の沈み込みに伴

う低角逆断層型とは異なる。以上の点から、1921 年茨城県南部の地震は沈み込む PHS 内

で発生した地震であったと考えられる。中島・長谷川（2009）、Nakajima and Hasegawa (2010)

によって示唆されるように，1921 年茨城県南部の地震や、1987 年千葉県東方沖地震が蛇紋

岩化域西縁における右横ずれ運動によるアスペリティの繰り返し破壊であるとすれば、震

源域を特定した長期評価の高度化が可能であると考えられる。したがって、今後引き続き、

近年の地震活動分布との対応や震源位置とその発震機構について慎重な検討が必要である。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

本年度は、「その他の南関東で発生する M7 級地震」の発生確率の根拠となっている 5 地

震について、既往研究の整理と資料の収集を行った。また、新しい速度構造を用いて最近

の地震の相対的震源再決定を行い、1895 年茨城県南部の地震（M7.2）ならびに 1921 年茨

城県南部の地震（M7.0）の震源深さを議論した。その結果、1895 年茨城県南部の地震は

75～85 km 程度と推定され、これは沈み込む PAC の上面あるいは PAC 内部で発生した地

震であった可能性を示唆する。また、1921 年茨城県南部の地震は、深さ 55 km 程度と推

定され、沈み込む PHS 内で発生した地震であったと考えられる。今後は、本年度に収集さ
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れた地震波形記録に基づいて S-P 時間を読み取り、より精度の高い震源深さの推定を実施

するとともに発震機構解についても引き続き調査する予定である。 
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地震の既往研究とデータ

の整理－1921年茨城県南

部の地震，1922年浦賀水

道付近の地震ならびに

1987年千葉県東方沖地震

－ 

石辺岳男・西山

昭 仁 ・ 佐 竹 健

治・島崎邦彦 

東京大学地震研究

所彙報 

平 成 22 年

2月 

国内 

 

マスコミ等における報道・掲載 

なし 

(f) 特許出願，ソフトウエア開発，仕様・標準等の策定 

1)特許出願 

なし 

 

2)ソフトウエア開発 

なし 

 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 

(3) 平成 22 年度業務計画案 

引き続き、相模トラフ沿いの地震活動の長期評価（地震調査研究推進本部）に掲げられ

た南関東の直下型地震の 5 つ（1894 年 6 月 20 日明治東京地震、1895 年 1 月 18 日と 1921

年 12 月 8 日茨城県南部の地震、1922 年 4 月 26 日浦賀水道付近の地震および 1987 年 12 月

17 日千葉県東方沖の地震）の地震についての記録を収集・整理し、1922 年浦賀水道付近の

地震（M6.8)、1894 年明治東京地震（M7.0)などの震源位置や発震機構等を議論する。 


